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社会資本整備審議会住宅宅地分科会（第４８回） 

令和元年１０月２９日 

 

 

【住宅政策課長】  それでは、お待たせいたしました。定刻となりましたので、ただい

まから社会資本整備審議会住宅宅地分科会を開催いたします。 

 本日は、皆様お忙しいところ、ご出席いただきまして、ありがとうございます。私は事

務局の住宅局住宅政策課長の三浦と申します。よろしくお願いいたします。 

 議事に先立ちまして、資料の確認ですが、本日もペーパーレスで行いたいと思います。

お手元のタブレットで資料をご覧ください。なお、会議資料の目次のみにつきましては、

紙で印刷したものを机上に配付してございますので、ご参考にご活用ください。 

 タブレットの使用方法についてご説明いたします。現在共有モードとなっていると思い

ますけれども、これは議事進行に合わせまして資料は自動的にスライドして表示される設

定となってございます。また、画面の上のほうにございます「個人ボタン」とあるアイコ

ンをタップいたしますと個人モードに切りかわります。ご自由に資料やページを切りかえ

ることができます。その資料やページを切りかえる際には、右上の「紙」マークがあるか

と思いますけれども、このアイコンをタップしていただきますと、資料が一覧で閲覧する

ことができます。なお、再度共有マークに書いてあるアイコンをタップいたしますと、再

び資料は自動的に進行表示される設定となっております。それ以外のアイコンにつきまし

てはタップなさらないように重ねてお願い申し上げます。特に「発表者」アイコンにつき

ましては、これでロックされてしまいますので、議事進行に支障が生じるおそれがござい

ますので、よろしくお願いいたします。 

 タブレット操作についてご不明な点ですとか、途中に不具合が生じた場合につきまして

は、お近くの職員にお申しつけください。 

 本日の会議資料は、現在表示されております議事次第にお示ししているとおりでござい

ます。ご発言をいただく際は卓上マイクの紫色のボタンを押していただきますと、赤いラ

ンプが点灯いたします。これで電源が入りますので、ご発言が終わりましたら、もう１度

紫色のボタンを押していただきますと電源を切ることになります。よろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、本日ご出席の委員をご紹介いたします。時間の都合上、委員のご紹介は今回
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初めてご出席いただく委員の方のみとさせていただきます。その他のご出席の方につきま

しては、お手元の配席図にてかえさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、名簿順にご紹介させていただきます。中埜良昭委員でございます。 

【中埜委員】  中埜でございます。 

【住宅政策課長】  深尾精一委員でございます。 

【深尾委員】  深尾でございます。 

【住宅政策課長】  藤沢久美委員でございます。 

【藤沢委員】  藤沢です。 

【住宅政策課長】  秋田典子委員でございます。 

【秋田臨時委員】  よろしくお願いします。 

【住宅政策課長】  井上由起子委員でございます。 

【井上臨時委員】  よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  奥田知志委員でございます。 

【奥田臨時委員】  よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  重川希志依委員でございます。 

【重川臨時委員】  よろしくお願いいたします。 

【住宅政策課長】  ありがとうございます。 

 本日は委員９名と臨時委員２４名、合わせて３３名のうち、２２名の皆様にご出席いた

だいております。総数の３分の１以上に達しておりますので、分科会が成立していること

をご報告いたします。 

 それでは、これより議事に入りたいと思いますので、カメラによる撮影はここまでとさ

せていただきます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、以降の議事進行は中井分科会長にお願いしたいと存じます。よろしくお願い

いたします。 

【分科会長】  皆さん、おはようございます。 

 それでは早速議事に入りたいと思います。本日の議事は４項目ございまして、「『平成３

０年住宅・土地統計調査』の結果概要について」、それから２番目に「前回の住宅宅地分科

会における主なご意見について」、３番目に「住生活基本計画（全国計画）に基づく主な施

策の取組状況等について」、４番目に「見直しにあたっての主な論点について」でございま

す。 
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 最初に、資料の３から５まで、これが住宅・土地統計調査の結果の概要と前回の主なご

意見等々ということになりますけれども、そこについて、まずご説明をいただければと思

います。よろしくお願いします。 

【住宅産業適正化推進官】  それでは、資料につきまして事務局からご説明させていた

だきます。 

 まず資料３でございます。先月、９月３０日に総務省から平成３０年住宅・土地統計調

査のうち、住宅及び世帯に関する基本集計の結果が公表されましたので、その概要につき

ましてご紹介をさせていただきます。前回分科会でご提示いたしました資料の更新のもの

もございますので、適宜触れさせていただきたいと思っております。 

 １枚目と２枚目の資料につきましては、前回分科会でお示しいたしました資料の更新版

になりますので、説明につきましては割愛させていただきます。 

 ３ページでございますが、前回の分科会の中のご意見で、地域特性を踏まえて検討が必

要ではないかというようなご意見もございましたので、３ページにつきましては住宅のス

トックについて幾つか地域を選出いたしまして、その傾向差を見ていただくような資料を

ご用意させていただきました。３ページについては、まず４つの都府県について、こちら

では選んでおりますが、首都圏として東京と大阪、それから地方都市としまして秋田と高

知を選んでおります。秋田につきましては空き家率が全国平均に最も近いということで、

平均的な姿の都道府県ということで１つ選んでおります。それから高知につきましては、

いわゆる「その他空き家」の割合が最も高いということで選んでございます。 

 こちらはストックの築年別に木造と非木造で、戸建、また共同建で件数についてグラフ

化しているものでございますが、まず東京・大阪につきましては、見ていただければわか

りますように、赤色の非木造の共同建が非常に多いというような傾向になってございます。

一方で、秋田・高知につきましては青色の部分ですけれども、木造の一戸建が多いという

ようなところで、首都圏・地方圏ではストックの傾向差が出ているということでございま

す。 

 また築年数、向かって右側のほうが築浅でございますが、築年数に着目いたしますと、

東京は築２０年以内の比較的新しいストックが多くなっているということでございますが、

その他の地域につきましては割と築古の左側のところにピークが来ているというような、

そういったストックの築年でも傾向差が出ているということでございます。 

 それから４ページ、５ページ、６ページにつきましても、前回分科会資料の更新のもの
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になっておりますので、また後ほどご覧いただければと思います。 

 ７ページですが、住宅の規模の推移に関するグラフとなってございます。左側、一戸建

につきましては、近年特に持ち家の面積が減少傾向にあるということでございます。一方、

共同住宅につきましては全体的に増加の傾向が続いております。 

 こうした住宅の居住面積につきまして、住生活基本計画に定めます最低居住面積水準と

誘導居住面積水準で比較をしております。まず、上側の最低居住面積水準に達していない

住宅の割合でございますが、６５歳未満の単身世帯の層を除きまして、非常にわずかでは

ございますが、減少の傾向ということでございます。一方で、下側の誘導居住面積水準に

達している住宅の割合でございますが、こちらは６５歳未満の単身世帯と４人以上の世帯

を除きますと、やや増加の傾向になっております。 

 なお、これらのデータにつきましては、今、住宅・土地統計調査の生データを用いて作

成いたしておりますが、今後、国土交通省で実施しています住生活総合調査の結果も掛け

合わせながらさらなる分析を行いたいと思っております。 

 続きまして、住宅の設備に関するグラフでございます。手すりなどのバリアフリーの設

備がある住宅の割合は、全体のおよそ半数となっております。また、下側でございますが、

太陽光発電ですとか、二重サッシといった省エネ設備も顕著に増加しているという状況で

ございます。 

 １０ページにつきましては、こちらも前回の分科会資料を更新したものとなっておりま

す。前回の数値につきましては速報値ということでございましたけれども、今回は確定値

となっておりまして、空き家の総数が前回は８４６万ということで数字をお示ししていま

したが、８４９万ということで確定になっております。うち、その他の空き家につきまし

ては３４９万戸ということになっています。 

 空き家については少し分析を進めておりますので、ご紹介したいと思っております。ま

ず１１ページでございますが、空き家の件数を上の「その他空き家」と賃貸などの空き家

に分けておりまして、そのうち上のピンク色の部分、「その他空き家」については、これま

でも見ていただいたように、戸数自体の増加というものも加えまして、持ち家ストックに

占める割合で見てみましても増加の傾向にあるということがグラフ上読み取れます。 

 一方で下の青色の賃貸用の空き家につきましては、借家ストック全体のうちの占める割

合で見ますと、大体１８％前後の水準で推移をしているということでございまして、割合

としてはあまり変わらないというようなことになっております。したがって全体の空き家
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率がだんだんふえていく、その要因として、この空き家率を押し上げているのは、やはり

この上側のピンク色の「その他空き家」であるということが見て取れるかと思います。 

 また空き家の内訳、それから「その他空き家」の割合につきまして、都道府県別に見て

いただいたのが、１２ページのグラフになります。左に行くほど「その他空き家」の割合

が高い自治体となっておりますが、高知県や鹿児島県、和歌山県などが１０％を超えてい

るということで、比較的高い水準にあるということでございます。 

 また、少し小さくて見にくいのですが、山梨県や長野県のように、別荘などの二次的住

宅の割合が比較的高いような都道府県もございます。 

 こうした「その他空き家」の割合を地図上に表示しまして、経年で表示をしたのが１３

ページでございます。大体「その他空き家」につきましては西日本が先行する形でふえて

きておりまして、全国的に上昇傾向にあるという状況でございます。 

 さらに、先ほど用いました東京、大阪、秋田、高知の４都府県につきまして、空き家に

ついても見ていただきます。空き家の実数で見ていただきますと、やはり東京・大阪とい

った大都市のほうが地方よりも量的には多いという状況になっております。一方、空き家

率で見てみますと、東京は１０.６％ということで比較的低位なのですが、大阪は１５.２％

ということで全国平均よりも高く、必ずしも都市圏だからといって空き家率が低いという

わけでもないということが首都圏でも幾つか傾向差があるということでございます。 

 しかしながら空き家の内訳で見ていただきますと、東京・大阪については賃貸用の住宅

が非常に多いということでございまして、秋田・高知などの「その他空き家」が多いとい

ったような地方部と比べますと、やはり大都市・地方で地域差が生じているのかなという

のがグラフ上読み取れるかと思います。 

 次に空き家について、共同住宅と戸建に分けて見てみます。まず共同住宅についてのグ

ラフでございますが、全国的に空き家ストックはやや増加をしているものの、空き家率で

見てみますと、おおむね横ばいの傾向になっております。地方圏などではむしろ減少の傾

向もございます。 

 一方で戸建の空き家につきましては、ストック数・空き家率ともに増加の傾向にござい

ます。特に地方圏ではこうした傾向が顕著になってございます。 

 こうした空き家の発生につきまして、世帯数の動向とあわせて見てみたものが１７ペー

ジ以降の図表になっております。１７ページにつきましては、先ほども出てきました「そ

の他空き家」率が最も高い高知県を事例として選んでグラフを作成いたしております。左
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側は世帯数の図表になっておりますけれども、黄色の部分が世帯数が増加をしているとい

う自治体になっておりまして、高知市ですとか、その周辺の自治体で増加をしていると。

一方で、その他の市町につきましては減少の傾向がございます。 

 一方、右側は空き家率を示した図表になっておりますけれども、やはりこちらも高知市

とその周辺では県内でも比較的空き家率が低く、高知市から離れた市町になりますと高い

傾向にございます。したがって世帯数の増減率と空き家には高い相関があるということが

言えると思います。 

 さらに、こちらを人口動態で詳しく見ていただきますのが１８ページでございますけれ

ども、転入・転出、要はふえるものと減ったものを、ふえたほうを上側の青いところで表

示いたしまして、減った分を下側の緑色の棒グラフで表示しております。左側の高知市で

見ていただきますと、この５年間では、例えば県外との転入・転出による減少というのが

約３,３００人、出生・死亡による減少が３,７００人というような結果になっております。 

 一方、右側の高知市以外の県内の市町村におきましては、特に出生・死亡による減少が

約２万１,０００人ということで、人口減少の大きな要因がここの部分にあるということ

でございます。したがって県外への転出以上に、こうした死亡による人口減少が世帯数の

減少、ひいては空き家の発生に大きく関与している可能性があると考えられます。 

 また、同じように関東圏域で最も「その他空き家」率が高い群馬県でも同じように図表

を作成いたしております。こちらも高知県と同様に、世帯数の増減率と空き家率には高い

相関が見られるということになっています。 

 人口動態につきましても、県外との転入・転出ではやや増加をしておりますが、やはり

出生・死亡による減少が約３万人と非常に大きくなってございまして、死亡による人口減

少が空き家の発生に大きく関与している可能性があると考えられます。 

 最後に、既存住宅流通についての数値でございます。前回分科会資料でもお示ししまし

たが、数字の更新をいたしております。既存住宅流通シェアにつきましては、これまでは

２０１３年時点が最新のもので１４.７％となっておりましたが、２０１８年時点の数値

が出まして１４.５％となっております。 

 既存住宅流通量のほうでございますが、一戸建・長屋建が８.１万戸、共同建が７.９万

戸ということで合計１６万戸となっております。これらのデータについても今後分析を進

めていきたいと考えております。 

 続きまして、資料４でございますが、こちらは前回の住宅宅地分科会における主なご意
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見についてということで、いただいたご意見をまとめさせていただいております。この中

から、今回データの準備が間に合いましたものにつきましては追加で資料をご用意いたし

ましたので、ご説明をしたいと思っております。なお、今回間に合わなかったデータにつ

きましても、準備が整い次第、次回以降の分科会でお示ししていきたいと考えております。 

 それでは、資料５でございます。まず３ページでございますが、先ほども少し地域属性

ごとに見ていただきましたが、３ページのグラフも地域属性を踏まえて人口・世帯数の推

移と将来推計について、圏域別でグラフを作成いたしました。地方圏では大都市圏よりも

早く人口・世帯数の減少が始まっておりまして、世帯数のピークも２０２０年ごろ、来年

ごろとなる見通しでございます。一方で、前回の分科会でもご説明いたしましたように、

世帯累計別に見ますと、単身世帯は今後も増加をする見通しでございます。 

 次に、働き方の意識の変化に関するアンケートでございます。前回分科会資料にもおつ

けしていたのですが、ご説明を割愛させていただいた関係で改めてご紹介させていただき

ます。 

 こちらにつきましては、平成２０年度と２９年度で働き方に関するアンケートをとった

ものでございますが、特に赤色のところで枠で囲んでいますが、お子さんが小学校就学前

のときでありましても、定時・フルタイムで働きたいという希望を持っている女性がこの

１０年間で増加してきているということでございます。こうした中で多様な働き方を実現

するためにも、テレワークに対する関心が高まってきていると考えております。一番左下

のグラフにもございますように、従業員規模が３００人を超える企業では、既に２割以上

の企業がテレワークを導入しているという状況でございます。 

 また、テレワークの実施形態を見ていただきますと、在宅型のテレワーク以外にも移動

中のモバイルですとか、勤務地以外のサテライトといったような形態でのテレワークの割

合も高い状況にございます。少しまたページを戻りますが、一方で上のグラフにあります

ように、仕事の性質上、勤務先以外で働くことは難しいという回答をされている方も半数

以上おりまして、テレワークにつきましては動向を注視する必要があるかと考えておりま

す。 

 続きまして９ページ、既存住宅の建物評価の関係でございます。９ページも前回分科会

の資料にはおつけしていたのですが、説明をしておりませんでしたので、改めてこちらで

掲載いたしております。滅失をした住宅の平均築年数を比較したものになっておりまして、

我が国ではおおむね３０年前後で住宅が滅失しており、諸外国に比べても半分以下の期間
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で滅失しているということでございます。 

 こうした比較的築年数が浅い状況で滅失するといったような実態も反映いたしまして、

不動産流通におきましては、戸建住宅が築２０年から２５年程度で市場価値がゼロとなる

ような慣行が存在いたしております。こうした建物評価の慣行を改善するべく、個別の住

宅の性能・維持管理の状態に応じまして、適切に評価がなされるよう建物評価の考え方を

整理いたしまして、不動産取引や不動産鑑定の実務に対して働きかけを行ってきたところ

でございます。 

 続きまして、住宅における省エネ設備の導入状況に関するグラフでございます。太陽光

発電ですとか、二重サッシなどの設備の設置は増加してきておりまして、特に戸建住宅で

導入が進んでいる状況でございます。 

 一方、１２ページにつきましては持ち家と借家で分けて同じように統計をとっておりま

すが、持ち家における設備の導入は比較的進んできている状況でございますが、借家にお

きましてはまだまだ少ない状況となってございます。 

 また、ヒートショックをはじめといたします家庭内事故の発生件数について１３ページ

にまとめております。左側でございますが、年齢別に見ていただきますと、やはり６５歳

以上が大きな割合を占めております。死亡件数では不慮の溺死及び溺水が５,９００件と

最も多くなっておりまして、ヒートショックもこの内数に含まれていると考えられます。

一方、ヒートショックの対策につながりますような浴室・トイレの暖房設置につきまして

は、右下でございますが、リフォーム後の約２割の住宅でそういった設置が行われている

状況でございます。 

 １枚スライドを飛ばさせていただきまして、１５ページでございます。１５ページは分

譲マンションにおける修繕積立金の設定方法に関するグラフとなっております。まず左側、

積立金の額につきましては長期修繕計画に基づき設定されていることが多いという状況で

す。一方、右側の積立方式については、かつては均等積立方式が主流でございましたけれ

ども、新しいものになるほど段階増額積立方式としている割合が大きくなっております。 

 次に１７ページは、若年世帯の住宅の所有・賃貸に関する意識調査についてのグラフで

ございます。若年世帯がどういったような意向を持っているかということで、今回こちら

をご提示いたしておりますけれども、国土交通省が実施いたしましたモニターアンケート

調査では、２０歳代は約３割が借家でも構わないといったような回答になっています。一

方、子育て世帯が多く含まれると考えられます３０歳代になりますと、住宅を所有したい
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とする割合が増加いたしております。 

 １８ページにつきましては、持ち家派か賃貸派かを尋ねた別のアンケート調査がござい

ましたので、こちらもつけております。こちらのアンケート調査では、２０歳代・３０歳

代で大きな差異は見られませんでした。一方、右側の賃貸派と答えた理由におきましては、

若い世代ほど住宅ローンに縛られたくないですとか、仕事などの都合、家族構成の変化で

引っ越しをする可能性があるというような回答の割合が大きくなっております。 

 次に、高齢者世帯についても見ていただこうと思いまして、１９ページの資料をご用意

いたしました。高齢単身世帯数が増加しておりますけれども、その中で高齢単身世帯にお

きます借家率は減少傾向にございます。４２３万世帯が持ち家に居住をしているという状

況でございます。 

 一方で、こういった高齢者の方々が住宅に対してどのくらい満足度を持っているかとい

うのが２０ページでございますけれども、老朽化、それから構造・設備の使いにくさとい

ったものに不満を感じている方も多く、こうしたストックのあり方については検討が必要

なのだろうと考えております。 

 それから定期借地権付き住宅の現状につきまして、２１ページでございます。２００１

年度の約５,０００件をピークに大きく減少してきております。その背景には、住宅や土地

を資産として見ており、土地についても所有をしたいという意向が強くなっているという

ことが考えられます。 

 ２２ページは外国人の居住状況に関するグラフでございます。こちらは前回も見ていた

だきましたけれども、外国人のみの世帯に限定いたしますと、民営の借家の割合が持ち家

を大きく上回っているという状況でございます。こうした外国人のうち、高度外国人材の

方にアンケートをとった結果でございますけれども、約４割の方が住宅の確保が困難とい

うことを生活環境の困っている点として挙げていらっしゃいます。また、外国人建設就労

者や技能実習生に対する調査の結果では、１人当たりの居住面積が平均１３平米前後とい

うことでして、やや手狭な住宅環境となってございます。 

 こうした外国人のみの世帯のうち、公営住宅ですとか、ＵＲに居住している世帯が１割

程度を占めているということでございますが、例えばＵＲではごみ出しや居住のルールな

どを周知し、外国人居住者との共生の取り組みを実施しているということでございます。 

 続きまして２７ページですけれども、大工就業者の年齢構成につきましてご説明いたし

ます。２７ページについては前回もお示しいたしました、建設業全体の就業者の状況のグ
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ラフでございますけれども、約３割が５５歳以上となっております。 

 一方で、２８ページが大工就業者の数値でございます。６０歳代以上の方が約４割と、

建設業全体よりも高い割合となっております。一方で、将来の担い手であります２０歳代

以下につきましては全体の１割にも満たないという低い状況になっております。 

 最後に２９ページでございますけれども、他の省庁ですとか、国土交通省の他局の政策

との連携についてのグラフでございます。住宅政策は社会保障分野ですとか、都市政策・

防災など、裾野の広い行政分野との連携が必要でございますので、そういった現在の連携

状況につきまして１枚にまとめさせていただきましたのが２９ページでございます。さま

ざまな行政分野との連携をこれまでも行ってまいりましたが、引き続き関係府省などとも

連携しながら施策を講じてまいりたいと考えております。 

 説明は以上でございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。本日は、この後に住生活基本計画の現状、進

捗状況と見直しに当たっての主な論点ということで、そこでも委員の皆さんにそちらのほ

うでぜひ意見をいろいろ伺いたいと思っております。したがいまして、ここの段階ではご

質問、あるいは短いコメントがありましたら、委員の皆さんからお願いしたいと思います。

いかがでしょうか。ただいままでのご説明につきまして、ご質問、あるいは短いコメント

がございましたら、お願いしたいと思います。いかがでしょう。 

 ○○委員、どうぞ。 

【委員】  ありがとうございます。一言だけ。 

 定期借地権住宅のところがありまして、今の最後の２１ページなのですが、これが戸建

とマンションに分けてデータが出ないでしょうか。多分後で議論になると思うんですけれ

ども、立地のいいところに住みたい、でも分譲マンションの価格が高くなっているという

ことで、私の認識では、定期借地権住宅は数はふえていなくても結構立地のいいところに

出てきてというのがあるので、そういう面から見て、戸建とマンションでは借地に対する

意識が違うと思いますので、もしそういうデータがあったら、ぜひそろえていただいたら

議論が有意義になると思います。ありがとうございます。 

【分科会長】  宿題でよろしいですか。事務局、よろしいですか。 

【住宅政策課長】  はい。もう少し詳細な分析をしたいと思います。ありがとうござい

ます。 

【分科会長】  ありがとうございます。 
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 ほかにいかがでしょうか。○○委員、どうぞ。 

【委員】  前回、冒頭で発言させていただいたときに具体の中身を言えなかったのです

が、量が充足していると、１６％充足している、８００万戸も多いじゃないかという、そ

の意見がどうもストンと腹に落ちない。つまり空き家が住めるものであって、なおかつス

トックとして留保されているのなら確かに充足しているけれども、どう考えても築４０年、

５０年たって、普通の人が住めない状況の中で、必然的に空き家になっているものを引い

たら、決して充足なんかしていないと。だからそこをスタートラインにしないと、何かす

ごく余っているから、これをうまく利用すればいいんだという、そこの観点がどうも感触

としてうまく合ってこないんですよね。それだけ申し上げさせていただきます。 

【分科会長】  たしか前回の住生活基本計画を議論しているときには、空き家の中でい

わゆる使える空き家と使えない空き家みたいな数字も出ていたような気がするので、少し

今回も次回に向けてそういうものをご用意できますか。 

【住宅政策課長】  今回、地域別に割合フォーカスして資料を用意しまして、質の話で

すとか、立地の話も重要でございますので、次回また詳細分析を提示できればと思ってお

ります。 

【分科会長】  よろしくお願いします。 

 ほかにいかがでしょう。○○委員、どうぞ。 

【委員】  ９ページの滅失住宅の平均築年数国際比というのがあるのですが、これは建

物の種別がわからないでいるのですが、アメリカとかイギリスがどういう種別で６６年、

８０年というふうになっているのか。日本の場合は３０年と言いますが、これは木造とい

うことで捉えてよろしいのでしょうか。 

【分科会長】  事務局、いかがですか。 

【住宅産業適正化推進官】  原典に当たりまして確認させていただきまして、また次回

そちらについてご報告させていただきたいと思います。 

【分科会長】  はい。じゃあ、これも宿題ですね。ほかに。 

【委員】  ちょっと関連して。 

【分科会長】  ○○委員、どうぞ。 

【委員】  今の滅失３０年というお話ですが、出典は住宅・土地統計調査だとこうなる

ということですが、いろいろな学説があって、もっと長いという意見もたくさんあります

ので、そういうことも参考にしていただけたらというふうに思います。 
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【分科会長】  ほかの委員の皆さんはいかがでしょうか。○○委員、どうぞ。 

【委員】  資料５の１１ページと１２ページの省エネ設備の設置状況なんですけれども、

この中で戸建、持ち家・借家とも太陽熱を利用した温水機器が随分下がってきています。

多分エネファームとか、別の機器にとってかわられているのかなという気もするのですが、

この下がってきている理由は何なのか、わかれば教えていただきたいのですが。 

【分科会長】  今日お答えできますか。 

【住宅政策課長】  宿題とさせていただきたいと思いますが、太陽光と太陽熱とのトレ

ードオフみたいなところもどこかにあるのかなとは思っておりますが、もう少し調べたい

と思います。 

【分科会長】  はい。よろしくお願いします。 

 ほかはいかがでしょうか。○○委員、どうぞ。 

【委員】  ありがとうございます。２２ページに外国人世帯の居住状況があるのですが、

これはスナップショットである時期を捉えていらっしゃるのですが、外国人の方がいらっ

しゃるようになってから、もう数十年たっていますので、実際私のヒアリングで聞いてい

る限りでは、どんどん賃貸から戸建のほうに移り始めているという話もあるので、少し時

系列でデータを出していただけると、今後が見えるかと思います。 

【分科会長】  こちらも宿題ですかね。 

【住宅政策課長】  はい、賜りました。ありがとうございます。 

【分科会長】  いかがでしょうか。 

 ○○委員、どうぞ。 

【委員】  最後のパワーポイントで見せていただいたところで、防災政策にも非常に深

いかかわりがあるというご指摘で、そのとおりなんですけれども、ここのところの水害の

被災地を見ていましても、安全な土地利用というか、建物そのものの質や安全性の向上だ

けでは、やはり頻発する災害への被災というのは防げないと思います。 

 そのためには、やはりもっとまちづくりの中でという触れ方よりも、土地の安全性と住

まいという入れ物の安全性というのは密接にセットにして考えていかないと、これからの

この社会の中で安全な住まい、暮らしを守るということは難しくなってくると思っていま

す。コメントです。 

【分科会長】  今のお話は、多分この後の「見直しにあたっての主な論点」でも出てこ

ようかと思います。 
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 ほかには現段階でいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、一旦ここで事務局のほうにお戻しして、今までいただいたのは主にこういう

資料もそろえてほしいというようなご意見だったかと思いますので、これは次回に向けて

事務局のほうで対応いただくということにさせていただきまして、資料６が住生活基本計

画の進捗状況ですね。特にＫＰＩ関係の進捗状況。それから本日最後の資料７というのが

「見直しに当たっての主な論点（案）」ということでございますので、この資料を事務局か

らご説明いただければと思います。よろしくお願いします。 

【住宅産業適正化推進官】  それでは、資料６につきましてご説明させていただきます。 

 現行の住生活基本計画では８つの目標と、これらの目標の達成度を評価するための１８

の成果指標を設定してございます。これらの成果指標につきまして、現在での取り組みの

状況、進捗状況、それから今後の展望・課題について整理いたしましたので、順次ご説明

いたします。 

 まず目標１、結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活の

実現についてでございます。これまでの取り組みでございますが、３世代同居に対する支

援ですとか、公営住宅の改修などと合わせた子育て支援施設の整備などに取り組んできた

ところでございます。成果指標といたしましては、①の「子育て世帯における誘導居住面

積水準の達成率」を設定いたしております。こちら現在では平成２５年時点の数値が最新

となっておりまして、今後平成３０年時点の数値が集計をされますので、そのときに改め

て評価をさせていただきたいと思っております。 

 大変恐縮ですが、この先もこういった調査の時期の関係で平成２５年の数値が最新にな

っているものが幾つかございます。そういったものにつきましては、参考ということで、

過去の、平成２０年ごろの数値がとれるものにつきましては、そちらをあわせて表示させ

ていただいております。 

 課題といたしましては、最近では住宅の利便性ですとか、子育て・教育のしやすさなど

が重視される傾向も見て取れますので、こうした状況も踏まえた指標設定のあり方につい

て検討が必要と考えております。 

 続きまして目標２、高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現についてでござ

います。これまでの取り組みといたしましては、サービス付き高齢者向け住宅の整備、バ

リアフリー改修に対する支援などに取り組んでまいりました。成果指標のうち、②の「高

齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合」、それから③「高齢者生活支援施設を併設するサ
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ービス付き高齢者向け住宅の割合」につきましては、やや進捗はおくれておりますので、

目標達成に向けたさらなる取り組みが必要と考えております。 

 ⑥の「高齢者の居住する住宅の一定のバリアフリー化率」につきましては、こちらは現

時点では平成２５年の数値が最新となっておりますので、こちらも最新の数値が集計され

てから改めて評価を行いたいと考えております。 

 課題でございますけれども、サ高住などが一定程度普及していっている中、高齢期に入

っても自宅で住み続けたいと思っている高齢者も多くいるということでございますので、

自宅や地域での対応についても今後検討が必要と考えております。 

 目標３、住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保についてでございます。

これまで公営住宅の供給や新たな住宅セーフティネット制度の構築などに取り組んできた

ところでございます。成果指標のうち、④「都市再生機構団地の地域の医療福祉拠点化」、

⑤の「建替え等が行われる公的賃貸住宅団地における、高齢者世帯、障害者世帯、子育て

世帯の支援に資する施設の併設率」につきましては、おおむね順調に推移いたしておりま

す。⑦の「最低居住面積水準未満率」につきましては、こちらも平成２５年の数値が最新

となっておりますので、今後３０年時点の数値が集計されましたら、改めて評価を行いた

いと思います。 

 課題といたしましては、新たな住宅セーフティネット制度の取組状況を把握するため、

何らかの指標の位置づけが必要と考えておりますのと、こうした制度のさらなる普及方策

についての検討が必要と考えております。 

 目標４の住宅すごろくを超える新たな住宅循環システムの構築についてでございますけ

れども、これまで「安心Ｒ住宅制度」ですとか、住宅瑕疵保険、建物状況調査などの活用

によりまして、既存住宅流通市場の活性化などに取り組んできたところでございます。 

 成果指標のうち、⑧「既存住宅流通の市場規模」⑩「新築住宅における認定長期優良住

宅の割合」につきましては進捗がおくれておりまして、目標達成に向けてさらなる取り組

みが必要と考えております。一方⑨の「既存住宅流通量に占める既存住宅売買瑕疵保険に

加入した住宅の割合」につきましては順調に推移をいたしております。 

 課題としては、特にマンションに比べて戸建住宅の既存住宅流通が伸び悩んでいる状況

にございますので、その要因の分析、対策の検討が必要と考えております。 

 目標５、建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新についてでご

ざいます。目標５につきましては、ほかに比べてボリュームが多いので、（１）の建替え・
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リフォームに関するものと（２）のマンション関係を分けて記載をいたしております。 

 まず（１）の建替え・リフォーム関係についてでございますが、これまで住宅建築物の

耐震改修に対する支援ですとか、建築物のエネルギー消費性能の向上に向けた制度構築な

どに取り組んできたところでございます。 

 成果指標のうち、⑬「省エネ基準を満たす住宅ストックの割合」につきましては、達成

ペースをやや下回ってはいますが、順調に推移いたしております。⑪「耐震基準が求める

耐震性を有しない住宅ストックの比率」、それから⑫の「リフォームの市場規模」につきま

しては、こちら平成２５年の数値が最新となっておりますので、数値の更新がありました

ら改めて評価をしたいと思っております。 

 課題といたしましては、今年の５月に成立・公布されました改正建築物省エネ法の着実

な執行などを通じまして、さらなる住宅の省エネルギー化の推進を図ることが必要と考え

ております。 

 次に、目標５（２）のマンションの関係でございます。これまでマンションの建替え円

滑化のための制度構築や、マンション管理の適正化・再生の推進に対する支援などに取り

組んできたところでございます。 

 成果指標といたしましては、⑭「マンションの建替え等の件数」、⑮「２５年以上の長期

修繕計画に基づく修繕積立金額を設定している分譲マンション管理組合の割合」を設定い

たしておりますけれども、いずれも達成ペースをやや下回っておりますが、堅調に推移を

いたしております。 

 課題としては、マンションの老朽化、また居住者の高齢化が見込まれる中、さらなるマ

ンション管理の適正化や再生に向けて一層の取り組みが必要と考えてございます。 

 次に、目標６、急増する空き家の活用・除却の推進についてでございます。これまで空

家対策特別措置法に基づきまして空家等対策計画を策定した市町村に対する支援や、空き

家に関する情報提供の促進などに取り組んできたところでございます。 

 成果指標のうち、⑯「空家等対策計画を策定した市町村数の全市区町村に対する割合」

につきましては順調に推移いたしております。また、⑰「賃貸・売却用等以外の『その他

空き家』数」についてもおおむね順調に推移いたしておりますけれども、今後、全国ベー

スで世帯数の減少に転じるということもございますので、推移を注視する必要があると思

っています。 

 課題といたしましては、特に木造一戸建の空き家が増加しておりますので、そうした現
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状も踏まえながら、空き家の増加の要因、地域的な特徴などをしっかりと捉えて適切な空

き家対策を講じていくことが必要と考えております。 

 目標７の強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長についてでございますが、これま

で木造住宅建築物に係る人材育成ですとか、ＣＬＴなどの新たな建築材料を用いた工法の

普及促進などに取り組んできたところでございます。 

 こちらは成果指標について、先ほどの目標４で掲載いたしました⑧「既存住宅流通の市

場規模」と目標５で掲載いたしました⑫「リフォームの市場規模」を用いておりますこと

から、成果指標の説明については割愛させていただきます。 

 課題といたしましては、今後生産年齢人口が減少し住宅産業の担い手不足も見込まれる

ので、外国人材も含めた担い手の確保や生産性向上に向けた取り組みを引き続き考えてい

く必要があると考えております。 

 また、国内新築住宅市場の縮小も見据えながら、住宅の維持管理ですとか、リフォーム

といった住宅ストックビジネス、そして住宅産業の海外展開など住生活産業の成長を促進

していくことが必要と考えております。 

 最後に目標８、住宅地の魅力の維持・向上についてでございます。これまで避難路とな

る道路の整備ですとか、老朽建築物の除却・不燃化といった密集市街地の整備改善などに

取り組んでまいりました。 

 成果指標といたしましては、⑱「地震時に著しく危険な密集市街地の面積」を設定いた

しておりますが、やや進捗はおくれておりまして、目標達成に向けてさらなる取り組みが

必要と考えております。令和２年度末におおむね解消という目標達成に向けては、集中的

に密集市街地の安全性の向上に取り組むことが必要です。また、密集市街地の整備改善に

係る今後の目標や施策のあり方などについても検討が必要と考えております。 

 続きまして資料７でございますが、前回もご議論いただきました住生活基本計画の見直

しに当たっての主な論点につきまして、前回いただいたご意見も踏まえ幾つか修正をいた

しましたので、その修正点についてご説明させていただきます。 

 まず総論の部分ですが、２点追加いたしております。１点目でございますが、今後世帯

数の減少が見込まれる中、今あります住宅ストックですとか、新築・既存住宅の市場動向

も踏まえながら、どのように国民のニーズに対応していくかというのを追加いたしており

ます。 

 また、２点目といたしまして、こちらは議論全体を通じて持つべき視点ということでご
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ざいますけれども、大都市と地方、また市街地と郊外といったような環境の違いをどのよ

うに踏まえて見直しの検討を進めていくかというのを追加いたしております。 

 次に、居住者からの視点についてでございます。高齢者につきましては、特に単身世帯

が増加していく中、地域での見守りも含めて検討を行うべきというご意見がございました

ので、そういった視点を追加いたしております。また、住宅確保要配慮者につきましては、

居住者と賃貸人の両方の視点を持って課題解決に取り組むという視点を追加いたしており

ます。 

 次に、ストックからの視点についてでございます。一番上のところですけれども、家庭

内事故を含めて住まいの安全確保という視点を追加いたしております。また、２点目のと

ころにつきましては、空き家についても市場での流通性を踏まえて検討するというような

視点を追加いたしております。また、３点目のところにつきましては、既存住宅流通につ

いても、これまでの取り組みの成果検証と課題分析といったものを踏まえて行っていくと

いう視点の追加をいたしております。 

 続きまして４ページの産業・新技術からの視点のページでございます。３つ目の部分で

ございますけれども、不動産や住宅の情報提供をしていく上で消費者に求められる情報で

すとか、円滑に情報を入手できるようにするための取り組みについて追記いたしておりま

す。 

 最後に、まちづくりからの視点のページでございますが、２つ目のところに地域と住ま

うという視点から、コミュニティ機能に関する記述を追加いたしました。 

 以上で説明を終わります。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 それでは、これで本日の資料の説明は全て終了でございますので、残りの時間は委員の

皆さんからのご意見を頂戴する時間ということにさせていただければと思います。主には、

最後にご説明のありました「見直しに当たっての主な論点」、あるいはその前の進捗状況等

を踏まえながら、見直しに当たってのご意見を、今日はどちらかというと、まだ総論とい

うようなところかと思いますが、どこの部分についてでも結構ですので、ご意見を頂戴で

きればと思います。 

 残りが大体７０分くらいございまして、本日ご出席の委員は私を除くと２１名ですので、

おのずと割り算をしていただければ、お一方どれくらいでお話しいただけるかということ

がご理解いただけるかと思います。 
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 どなたからでも結構です。それからたくさん委員の方がいらっしゃいますので、発言を

求めたい方はご発言の途中でプレートを立てていただければ、私がそれを見つけて順に指

名を行ってまいりたいと思いますので、進行へのご協力をどうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 それでは○○委員、どうぞ。 

【委員】  すみません。前回欠席しまして、大変申しわけありませんでした。 

 最初に、地域特性が相当あるので、地域のことを考えなければいけないというお話が前

回あったということで、その資料も出ましたけれども、そもそもこの「住生活基本計画（全

国計画）」というものを我々は審議していて、この全国計画を４年前でしょうか、前回もつ

くって、その成果指標の達成等についても報告がありましたが、この全国計画をここでつ

くって各県、各市町村でそれぞれがそういう計画を立てるという仕組みだと思うのです。 

 前回ここでつくったものに対して、市町村や全国がどういうものをつくられて、それが

今回、今度つくるに当たって各地域でそういうものをつくったので、そこのときに全国計

画で足りなかったところや、反省点があるはずだと思うので、そこのところを今回反映し

てつくるというのが筋かなというふうに考えるのです。 

 ですので、これは大変難しい宿題を言っているような気もしますが、ぜひ全国計画では

ない、それぞれのところでどういうふうに、先ほど空き家対策計画についてそういう報告

がありましたが、その空き家対策計画だけではなくて、全体と言いますか、住生活基本計

画全体に対して地方でどういう取り組みが行われているのかということをぜひ我々に教え

ていただけたら、今度つくるときの参考になるのではないかというふうに考えております。 

 以上です。 

【分科会長】  ちょっと一個一個に事務局に反応を求めることはやめたいと思いますが、

今の点は皆さんが共有されておいたほうがいいと思うので、この地域版というか、それぞ

れの都道府県なりでつくられている住生活基本計画ないしそれに相当するようなものとい

うのは、事務局というか、国のほうで全部把握されているという理解でよろしいですか。 

 「これから調査します」とか言うのなら、かなり時間もかかると思いますので、いかが

ですか。 

【住宅政策課長】  我々のほうに計画の相当部分についての同意協議という仕組みがご

ざいますので把握することはできますし、都道府県によっては先進的に取り組んでいると

ころというのは、我々の参考になる面もございますので、少しそれは状況把握は可能だと
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思いますので、また次回以降、ご提示できればと思っております。 

【分科会長】  数が結構あるので、分析するのにはちょっと時間がかかるかと思います

が、委員のご趣旨を踏まえて少し作業にとりかかっていただければと。 

【委員】  では、１点だけ。 

【分科会長】  どうぞ。 

【委員】  そういう場合に、進んだ、先進的なところの紹介が大概あるのですが、おく

れているところ、だめなところがどういうところなのかということを知ったほうが全国計

画を立てるときに参考になるのではないかと思いますので、また難しい宿題ですが、よろ

しくお願いします。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 では、○○委員、お願いいたします。 

【委員】  資料６の１０ページのところに、基本的な施策の取組状況と書いていまして、

要は戸建と分譲マンションというところで、目標５の（２）のところですが、これに書い

てあるのはほとんど分譲マンションのことで、賃貸マンション自体の、今、業界的にはル

ールがほとんどない。管理業法がない。最近、ＮＨＫのテレビでも出ていますが、サブリ

ースの問題とか、非常に、ここに書かれているのは分譲マンションの長期修繕計画だとか、

ストックの費用の積み立てだとか、そういうふうなものは書かれても、実際に同じストッ

クでも賃貸マンションの長期でまとめていくようなものが今現状としてはほとんどないの

が現状なんです。 

 この辺を私どもは何とかしていただきたいと思うのと、資料７のストックからの視点と

いうところの「マンションの老朽化、居住者の高齢化が見込まれる中、マンション管理の

適正化」というものが書かれていますが、これも内容はほとんど多分分譲マンションを中

心に書かれているだけで、賃貸マンションの長期的安定運営、ストックをきちんとやって

いくという部分では抜けているのではないかと思っています。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 では、○○委員、どうぞ。 

【委員】  ありがとうございます。まずは前回の議論を踏まえて、すごく実り多い資料

をおつくりいただきまして、ありがとうございました。 

 今、○○委員がおっしゃられたことは私もそうだと思います。前回の計画策定の際には
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民間賃貸住宅に関する議論もいたしました。長期修繕計画をきちんと策定しましょうとか

いう議論があったと思いますが、そういったものが現在どれだけ達成できているのかも確

認いただけたらいいかと思います。 

 資料７につきまして、気がついたことでございます。現段階ですからお願いというか、

そういうことが議論できるような情報が欲しいということでございますが、２ページ目の

居住者からの視点のところの一番最後のところで、まだまだ所有したいという方が多いと

いうのはわかっていますが、一方ではもう所有したくないと。それで借りるか、持つかだ

けではなく、新たな住まい方という意味で、まさにそうだと思いますので、先ほどちょっ

とお願いしました、例えば定期借地、これは本当に首都圏の都心部と郊外では全然状況が

違うと思いますので、そういったものもぜひ議論できるような情報がいただけたらと思い

ます。 

 それから２点目で、ちょうど３ページ、ストックからの視点なのですが、マンションの

老朽化、居住者の高齢化ということで、多分この議論の中でマンションの空き家問題が出

てきて、これは前回もお願いしましたが、なかなか集計が難しいと思いますが、区分所有

型のマンションの空き家、多分先ほどの共同住宅の空き家は賃貸が多いのかなと思います

が、分譲のマンションの空き家が今どのくらいあるかというような情報も議論をしていく

中で、ぜひお願いしたいと思います。 

 そして、次に４ページ目の産業・新技術からの視点のところで、この住宅ストックビジ

ネスというのがやはり「維持・管理とリフォーム」になっておりますが、不動産部会でも

議論したのですが、これからは不動産をしまうことが大事ではないか、つくり続けていく、

長持ちさせていくだけでなく、しまうこと、そのためのビジネスも重要ではないかと思い

ますので、その点もご考慮いただきたいと思います。多分空き家問題というのはしまえな

い問題だとか、終われない問題だと思いますので、少し「終わる。でもそれがビジネスと

して成立させていくにはどういう課題があるか」も、これから世帯は減少するという中で

議論していかなければいけないのかなというふうに思いました。 

 以上です。 

【分科会長】  では、○○委員、お願いします。 

【委員】  先ほども○○委員からご指摘があった安全・安心の部分の水害に対する備え、

水に対する備えというのをもう少しこの計画の中に目指さざるを得ないかなという考えを

持っています。 
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 例えば浸水想定区域とか、土砂災害危険区域とか、あと津波の災害対策地域とか、そう

いうところに家が密集しているというのが日本の特徴なのですが、それの戸数がどれくら

いあるのか。それで、例えば日本の住宅の中であらゆる市町村の中で、それがどれくらい

の割合があるのか。それからそのうち安全な住宅はどれくらいあるのか。これは安全の定

義って難しいのですが、例えば１階まで浸水するようなところであれば、平屋建ては危な

いとか、２階建ては垂直避難ができるとか、あるいはマンションにしても、今回の武蔵小

杉のように地下に電源とか、そんなものがあって、地下が浸水しちゃうとちょっと機能を

果たせなくなるというようなマンションもございますので、そういったところについては、

もう一部で始まっていますけれども、そういった配電盤とか、電気設備を２階・３階に上

げていくという高層マンションも今出てきていますので、そういったことを誘導するため

にも、まず現状のそういった住宅の危険性を見える化した上で、今後何ができるのかとい

うようなことの議論ができるようなベースを、まずこの計画の中で打ち出していけるのが

いいのかなと考えております。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 それでは○○委員、お願いします。 

【委員】  資料７の居住者からの視点のところに子どもの子育てのところも入れていた

だきまして、ありがとうございます。今日は目標のところに三世代同居など、以前は入っ

ておりましたが、もう少しその利便性ですとか、子育て環境のよさですとか、そういった

ところを入れていきたいというようなお話がありました。 

 若い世代、特にお子さんが生まれるとなると、かなり住まい方が変わるということで、

転入出を結構繰り返すということもあると思うのです。そして最終的には小学校に上がる

ときには、ある程度長期的に住まうということをイメージして決めていくのではないかな

というふうに思うのですが、もし、そういった若い世代の転入出のデータとかもあれば、

またお示しいただければと思っております。 

 また、子育て世代もシングルになる方もふえております。そんな中で単身世帯のところ

は高齢だけではなくて、障がい者含め、いろいろな意味で単身のサポートというのが必要

になってくると思うのですが、そういう意味で、もう少し子どもや高齢者、障がい者やシ

ングルマザー（ファザー）含めて、多様な人たちの一緒に住まうような、前回多分地域共

生社会のイメージでシェア金沢のようなところも紹介されたと思うのですが、そういった

新しい住まい方の方向性が普及しているのかどうか、そういったところもデータを示して
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いただければうれしいと思います。 

 またもう１つ、テレワークの話が出ました。やはり最近、子育て中の保護者に聞きます

と、割と大きな会社にお勤めの方はテレワークが可能になってきているという話がありま

す。そのときにどういう仕事ぶりかというと、在宅でということもあるのですが、近隣に

コ・ワーキングスペースのようなものがあれば、そちらのほうが落ち着くんだという話も

あり、郊外型の少し大きな集合住宅の中に、もしかしたら地域の方もお使いになれるよう

なそういったスペースを併設するとか、そういった新たな住まい方の提案なども今後５年

に向けては打ち出していければいいのではないかと思っております。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 では、○○委員、お願いします。 

【委員】  ありがとうございます。保健医療福祉分野のほうで研究をしています。資料

７の居住者からの視点について少しコメントさせてください。 

 資料６のほうとあわせて、目標の１から目標の３というのが、主として居住者側の視点

というふうに理解しています。その中の目標３の部分、居住の安定確保の部分ですが、こ

ちらのほうでいわゆる居住支援の中の福祉的な側の取り組みだけではなく、宅建業のほう

で、どういった取り組みをしているのかということをぜひデータとして示していただきた

いというのがあります。 

 もう１つ、お願いしたいことがございます。コミュニティ形成ということで、まちづく

りのところでいろいろコメントをいただいているのですが、これは居住者が側からすると、

地域居住をどのように進めるかということになり、今の福祉制度で言うと、今、共生社会

でやっているようなことがそのまま重なってきますので、この居住者側からの視点のとこ

ろに地域で居住し続けるためのというようなことで、総合相談窓口とか、居場所機能とか、

そういったこととあわせて住宅をどうつくるかということをご検討いただける機会をいた

だければと思っています。よろしくお願いいたします。 

【分科会長】  はい。それでは○○委員、お願いします。 

【委員】  資料７の最後の「まちづくりからの視点」というところに、すごく興味があ

るんですけれども、まず第１点は、誘導居住区域、立地適正化計画の中で各地方のものを

見てみると、ハザードマップと重ね合わせると、ハザードマップの中に誘導居住区域が指

定されているようなケースも散見されると。つまり各分野がどこを中心にものを考えてい
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るかで、その総合的な判断ができていない可能性があるので、非常に危惧はしているので

すが、大まかな視点で言うと、やはり長期計画ですので、ヒューマンサイズというか、人

間がコントロールできるような形でのまちづくり。例えば人口密度とか、都市インフラの

キャパシティだとかいうのを考えて、どうやってダウンサイジングさせていきながら新し

いまちづくりに変えていくのかという、その視点をぜひ入れてほしいなというのが一つと。 

 それからもう一つは、資料６の１２ページでマンションの建替え件数の成果指標が出て

いますけれども、これが単年度ごとに平成２５年は２５０件、平成３０年が３２５件とい

うことなのか、積み重ねでひたすらふえるだけの話なのかわかりませんが、いずれにして

も、全国で空き家マンションの戸数だけでも１００万戸を超えるとか、築年数を超えてい

る建物が１千何百万戸あるという、その中で、あまりにもこの数値が小さい。残念ながら

現場で非常に難しい問題であることはわかっているのですが、令和７年目標で５００件で

いいのかどうかという、そこのところは、もっとこうあらなくてはいけないという数字が

先にあって、そのためにどういう手段が必要なのかということを考えていただかなくては

いけないんじゃないかなと。単純に直線で延ばすだけではどうかという気はします。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 それでは○○委員、どうぞ。 

【委員】  ちょうど今朝の日経新聞で空き家と向かうというシリーズが始まりまして、

強制解体に１億円というのがありました。それで、前回からこの空き家のことはテーマに

出ているのですが、私は自分の実家が大地震で大変な思いをしたのですが、親戚も隣家に

すごい空き家があって、その屋根が落ちてくるのをすごく心配と言った高齢者がたくさん

いたのです。今回もいろいろな大水害がありまして、この際ですから、やはり空き家を抱

えている子どもたちとかに警鐘を鳴らしてあげないと、地方で本当に頑張って暮らしてい

る高齢者がさらなる自然災害で怖い思いをするのではないかということで、そういう情報

提供というのですか、市町村の方たちが「今、この空き家は誰の所有物か」ということを

もう少し積極的に探し出して、安全・安心な環境を整える情報提供が必要ではないかと思

います。 

 それともう１つ、資料７の４ページ、「産業・新技術からの視点」で、情報デジタル化が

一層進む中、消費者が安心して住宅選択をできるようにするためにはどのような情報が求

められるかということなんですけれども、全国に８００カ所消費生活センターがありまし
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て、今、消費生活センターでは今回の水害に関して情報を積極的に集めています。集めた

情報を、その自治体の消費生活センターだけで包含するのではなく、ぜひ自治体さんが今

消費者センターにどんなのが来ていますかと聞いていただいて、そして困っている方たち

を結びつけるような、そこから住宅のあり方なんかを考えていただく、協賛というか、協

働で考えていくというのが必要ではないかと思います。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 では○○委員、どうぞ。 

【委員】  資料７の総論のところですが、この一番下に大都市と地方、その違いをどの

ように踏まえて見直しの検討を進めるべきかというところについてなんですけれども、地

方と大都市というところで言うと、これまでやっぱり人口増時代に策定された国土の均衡

ある発展、この概念というのがまだまだ尾を引いて、その中でどうしようかということを

語る場面が多いかと思うんですけれども、もう実態はグローバルな競争の中で日本全体と

してその価値を向上させていくためには、効率よく国土を開発というか、維持・改良して

いかなければいけないというふうなことに、既にもう実態はそうなっていると見るべきで

はないかと思います。 

 そうしますと、これから流通も空き家も含めて、手をかけて価値を上げていくところと、

それからもう利用価値がないから、それはもう除却でもして、野に返していき、そこを国

土としてどう管理していくかというふうに考えるとか、そのくらいの考え方を持ってしな

いと、何か先々見えてくるものがはっきりしない。はっきりしないと対策も立てづらいと

いうことがあるのではないかと思います。 

 例えば具体的にというか、もう少し突っ込んだところでいきますと、（３）の「ストック

からの視点」、ここの空き家についてですが、先ほどそちらの委員の方からもありましたが、

とりわけ問題としている「その他の空き家」、その中でも木造の一戸建というのがあるわけ

ですが、もう既に空き家になっているということは基本的に利用する人がいないというこ

とが突き詰めると事実として出てくるのではないかと思います。 

 資料として、高知市の周辺ですとか、高崎・前橋の周辺とかに当たるところについては、

人口減が激しく、それに伴って空き家もふえていると。当然人口は減っているわけですし、

不便ですし、そういうところに積極的に利用価値を求めて住んでくる人たちというのは、

実際はもういないだろうというふうな見極めも、ある意味大切なのではないかと。 
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 では、そういうところは基本的にどうやって除却を進めていって、要は公園にしたり、

緑地にしたり、はたまた森林にしたりというような形で、次なる国土の利用と言いますか、

国土の開発をどうしていくかということを考える、そういうふうなところになってきてい

るのではないかと思います。 

 ですので、空き家というのは、突き詰めていけば、多分もう答えは出るのではないかと、

そういうふうに考える次第です。ですから、その大前提となる国土政策と言いますか、国

土の政策をどういうふうに舵とっていくのかというところの前提をはっきりさせないと、

先々の空き家対策も流通の活性化もないのではないかと思います。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 それでは、大分プレートが立っておりますので、○○委員、○○委員、○○委員、○○

委員の順でお願いいたします。○○委員、どうぞ。 

【委員】  ありがとうございます。それでは、資料７の「見直しに当たっての主な論点」

に関して２つほど申し上げさせていただきたいと思います。 

 まず一つは、５番の「まちづくりからの論点」に関してですが、ほかの委員から指摘も

ありましたが、最後の災害の甚大化による対策というところで、この近年はＳＤＧｓとい

うものが新しく世界の中で皆で実施していこうというふうになっておりますが、その目標

１１が住み続けられるまちづくりということになっています。水害もそうですし、東日本

大震災もそうですが、住み続けることができなくなった方々がたくさんいらっしゃると。

そういう中で住み続けられるまちづくりをどういうふうにしていくかということをこの中

でご検討いただきたいと考えています。 

 もう一つが３番の「ストックからの視点」です。これもほかの委員からのご指摘もござ

いましたが、新築、ストックの利用、それからその後解体して再生するという一連の住宅

のストックの適切な循環のあり方というものを示していくことが非常に重要になってくる

かなと思います。 

 これまで、住宅分野の中での循環というのは「住宅すごろく」のような形があったかと

思うんですけれども、そうではなくて、解体まで含めた全体的な資源の循環、そういうも

のについてフローチャートで示すことが非常に重要かなと思います。その中でも特に最近

は環境への配慮ということも重要になっておりますので、環境に配慮した解体のあり方、

それから再生のあり方、そういうものについて述べていただきたいと思います。 
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 以上です。 

【分科会長】  ○○委員、どうぞ。 

【委員】  ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

 全国市長会からお邪魔をしているという状況なものですから、そういう視点でお話しさ

せていただきたいと思っております。先ほどから何名の委員の方からもお話をいただいた

のですが、やはりまちづくりの観点、視点からというと、安心・安全という視点もぜひ評

価をしていただきたいと思っております。 

 私は千葉県市原市からお邪魔しております。台風１５号ではニュースでにぎわしたゴル

フ練習場の鉄塔倒壊と、１９号では竜巻が発生した。２１号につきましては土砂災害が発

生して１人お亡くなりになったという状況でございます。今、災害対策について対応を図

っているところではありますが、今回についても土砂災害警戒区域ということで、これは

県が指定するわけではありますが、市原の場合は調査が済んでいた場所であったのですけ

れども、指定には至っておりませんでした。そういう状況を踏まえた中で、避難勧告は出

してはいたのですが、残念ながら今まで何回か小さい土砂崩れがあったものですから、大

丈夫だろうということで避難せずに作業をしていてお亡くなりになったという状況であり

ました。 

 それと、やはり市原市内には養老川という南北に流れて大きい二級河川があるわけであ

りますが、これについても上流部分で今回の大雨によりまして住宅のすぐ前まで土砂崩れ

が発生して、そこがもう住めないかという住民からの要望をこの間からいただいていると

ころであります。 

 そういう自然災害によって、今まで何十年とその地域に住んでいた、いわゆる郊外の住

民の皆さんが、こういう災害を通して同じところで住めない状況も発生していると、そう

するとそこには新たな空き家も発生してくるという状況になろうかと思っておりますので、

そういう安心・安全という視点からも、ぜひご検討をお願いしたいと思っております。 

 それと、もう１点、今、全国市長会では現在の国の施策及び予算に関する提言について、

全国の市区長の要望を踏まえて取りまとめを行っているところであります。その中で、各

都市・自治体から寄せられている住宅施策に係る要望のうち多数を占めておりますのが、

やはり空き家対策に対する要望が多いという状況であります。 

 空家対策特措法の施行によりまして、自治体は特定空き家等の除却が可能になりまして、

空き家対策の推進に大きく寄与したところではありますが、今や現行の内容だけでは空き
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家対策のさらなる推進には不十分だというふうな状況になっているということであります。 

 例えば同法に規定がない緊急安全措置との名称のもと、自治体においては即時執行を規

定しているところがございます。これは同法に盛り込んで法的根拠を得たいとする要望も

多数寄せられているところでありますので、これについてもご検討をお願いしたいと思っ

ております。 

 また、同法の対象となっていない長屋についても、長い期間放置される事例も多く見ら

れておりますことから、長屋を同法の対象に加えていただきたいという要望も上がってお

りますので、ご報告をさせていただきたいと思っております。 

 今後の改定に当たって、空き家対策のあり方について、ぜひ議論を深めていただき、そ

ういう実情のもと、改定するべきはしていただければと思っておりますので、よろしくお

願いします。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 ○○委員、お願いします。 

【委員】  「見直しに当たっての主な論点」で、２点お話しさせていただきます。まず

総論のほうですが、ページ１の資料を見ますと、１点目が変化をどのように捉えるべきか。

そして５項目目は住生活を望んでいるかということで、これは需要と供給みたいな構図で

見えるなというふうに資料を見ておりました。つまり分譲住宅はふえている、戸建は減っ

ているというふうに上段にありますが、これはやはりマンションの立地のいいところに高

度利用しているものに、仕事や通勤のことを考えると利便性が高いということでニーズが

あるところでふえているのかなというふうにも見えました。 

 なので、やはり働き方と住まい方というのは密接でございます。先ほどもテレワークの

話がございましたが、テレワークは現在進行中ですが、この基本計画をつくったこの５年、

１０年の間にどの程度進んでいくのだろうかと。やはりテレワークはしたいけれども、仕

事の関係でどうしてもだめだという方が５０％くらいおりましたが、そういった方が今後

もそうなのか、いや、そうした方もテレワークが進んでいくのかということで、住宅を供

給する立地や規模ということも変わってくるかというふうに思います。 

 ２点目は、ストックのことでございます。ストックのうちの戸建に限ってお話しさせて

いただきますが、戸建は大きくハウスメーカーがつくっていらっしゃるのと大工さんがつ

くっていらっしゃるのとになるのかなと。そういったことも資料を見せていただきたいの



 -28-

ですが、ハウスメーカーは昨今非常に研究しておりまして、今売り出しているものは「こ

れからリノベーションができます」みたいな構造になっていたりしますが、そういった傾

向は最近のことであるし、大工さんがつくっているような工務店がつくっているのは、あ

まりリノベーションを想定していないつくりになっているということが、この流通がおく

れている、もしくは空き家が増加しているということにもつながっているのではないかと

いうふうに考えます。 

 そこで技術的なソリューションとしては、やはり大工が減っている、もしくは一級建築

士という人間が、私もそうなのですが、ものをつくっていく方向に教育を受けていますが、

やはりリノベーションをどういうふうにしていくのだというような教育もしくは実務をも

っとしていかなくてはいけないのではないかという技術の問題。もう１つは価値です。今

日の資料にも少しありましたが、減価償却的に非常に価値がすぐに落ちてしまうというと

ころの価値を今後この戸建についてどう考えるのか。おまけに、そこにプラス低炭素に対

するエネルギーのこととか、いろいろなリノベーションをしていくと、その価値がどう上

がっていくのかというような、戸建をリノベーションしたときの価値のつけ方みたいなと

ころも考えていってあげないと、なかなか戸建のリノベーションが進まない、よっては流

通が進まない、空き家がふえるみたいな構図もあるのではないかというふうに思いました。 

 以上です。 

【分科会長】  それでは○○委員、お願いします。どうぞ。 

【委員】  私も空き家問題について意見を申し上げたいと思います。私のお客様からこ

のごろよくご相談を受ける話がありまして、それは何かと言いますと、親から相続した地

方の空き家を処分したいんだけど、どうしたらいいかということで、ただでもいいから引

き取ってくださいと言われても、誰も引き取らないのです。どうしてかというと、これは

引き取るほうからすると、引き取るためには登記料や不動産取得税も負担しなければいけ

ないし、引き取った後は管理するためのコストもかかりますし、固定資産税もかかるわけ

です。そして取り壊すためには取り壊し料もかかるわけです。負担だけでしかないのです。

今やお金を払って要らない空き家を引き取ってもらうことが起きているのです。残念なが

ら、これは産業廃棄物と同じ扱いですよね。お金を払って不動産を引き取ってもらう、こ

ういう事態になっているわけです。 

 当然、しまい方で、空き家を取り壊すこともあるのですが、取り壊した後は、今度は空

き地が残るわけです。だから空き地も同じ問題を抱えているのです。やはり固定資産税な
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んていうのは、本来価値のあるものにかけるはずのものが、誰も引き取り手がない、借り

手がいない、価値がないものに対しても地方自治体は依然として固定資産税をかけている

わけです。こういう問題もあります。 

 ですから、ぜひここで今後起きてくる引き取り手のない空き家や空き地をどう扱ってい

くのか、その対策について、ぜひご協議をいただきたいと思います。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 では○○委員、どうぞ。 

【委員】  前回の会議には出席できませんでした。すみませんでした。私は困窮者の支

援とか、もともとはホームレスの支援から始まったのですが、私は今回のことでというか、

住宅セーフティネット法の推進のことについて少しお話ししたいと思います。 

 皆さんもご存じのとおり、今回の１９号台風のさ中、避難所に逃げてきたホームレスが

避難所への入居を拒否されるということがありました。住宅確保要配慮者という言葉です

が、実際には非常に生きづらさとかを抱えている人の中には、もうこれは住宅確保要配慮

者ではなくて住宅非差別者、本当に分断されていっている、排除されていっている人たち

をどう受けとめていくのかという、そこで私は住宅セーフティネット法が推し進められて

いくことにひとつ期待をかけているわけです。 

 不動産オーナーさんの意識として、８割のオーナーさんが高齢者に対して、また外国人

に対しては７割の人が拒否感を持っていると。これがホームレスとか、あとは刑務所出所

者になると、多分ほぼ１００％になってくると思いますので、そこをどう乗り越えていく

のか。そこのポイントとして、私はまず１つとして、この住宅確保要配慮者という方々が

どういう実態、どれくらいの数なのかということをもう１段階しっかり把握する必要があ

るんじゃないかと思います。 

 ２つ目として、セーフティネット法の１つの目玉は、生活の支援ということをこの法律

の１つのテーマとされた。どう住宅を確保するかとか、保証人をどう確保するかだけでは

なくて、入居後等を含めた生活の支援、見守りや生活の支援という観点を今回持たれた。

特にその担い手として、居住支援法人という枠組みをつくった。 

 このセーフティネット法は、例えば登録住宅等に関しては目標値をつくりましたが、居

住支援法人はどこまでやるのか、何を目指すのかというところが、まだもう１つ不明確な

ように思います。ですからいつまでにどれくらいの法人数を目指していくのか等を含めて、
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居住支援法人のあり方について少し私は議論が必要なのではないかと思います。 

 それは第１には居住支援法人のまさにその生活の支援、見守りの支援という役割をどう

つくるかです。これがあることで、多分大家さんなり、オーナーさんの心配や拒否感が相

当和らぐと思います。誰かが相談できる相手、あるいはすぐに動いてくれる人がいると、

やはり貸そう、利用してもらおうというオーナーさんはふえてくると思います。 

 ただ、問題は生活の支援ということに対する対価、費用というのは、どこで確保するの

か。入居者本人なのか、オーナーさんなのか、このあたりについてもまだまだ議論が必要

で、この生活の支援というのをどうしていくのか。それに対して、居住支援法人自体が例

えばサブリース等で支援つきの住宅というものをつくっていくというようなことも１つの

可能性としてあると思います。既に私の法人はやっていますけれども、かつての施設か住

宅かという、この２つではなくて、その間です。施設でもない、いわゆるこれまでの住宅

でもない、支援付きの住宅みたいなものを民間ベースでつくれないかと、そんなふうにも

思います。 

 さらに、少し細かい話ですが、高齢者に対する拒否感の１つは、やはり死後事務の問題

だと思います。残置物をめぐることで、相当現場は苦慮している。残された品物を誰が処

分するのか、どの権限でするのか、どういう法律に基づいてやるのか、このあたりも少し

整備しないと難しいと思います。 

 そして最後ですが、生活支援ということが居住支援法人の１つの目玉となってくると、

やはり私は他施策との連携というのを強化しない限り、無理だと思います。国土交通省の

政策のみではなくて、１つは共生社会論も含めて厚生労働省が動いておりますし、今から

４年前、私もその審議会のメンバーですが、生活困窮者自立支援制度というのがスタート

しています。このあたりとの組み合わせをどうするか。それとさらに法務省が再犯防止で

今動き出していますので、私の団体が実は定着支援センターといって刑務所出所者の引き

受けをしているところでもあるんです。法務省との連携なんかも今後は明確に出てくると

思います。多分一番ハードルが高いのは刑務所出所者だと思います。ですので、このあた

りはやはり他施策との連携をどうつくるのかというのも、大きな議論の中心になるという

ふうに思っています。 

 すみません。以上です。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 ○○委員、どうぞ。お待たせしました。 
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【委員】  ありがとうございます。大きく３つあります。まず１つは総論と産業の視点

とまちづくり、この３つにまたがるかもしれませんが、資料を拝見している中で、いわゆ

るテレワークを利用する方がふえてきているということ、サテライトオフィスやシェアオ

フィス等で仕事をしたいという方がふえている。ここの部分は地方で活性化のためにそう

いったサテライトオフィス、シェアオフィスをつくって誘致をしていく、またその空いて

いる住居等を、子育て世代でそういう離れた場所でテレワークで仕事ができるような人を

つなげていく、集めるというふうなことができないかなというのが１点。 

 それから２点目。外国人の居住者の問題、２ページのところですが、外国人の問題、高

齢者の問題も含めてですが、やはりお話の中に出ていたように、私どもは各地方で行政と

私ども業界団体と、あとはＮＰＯ法人の方で居住支援協議会をつくって活動していますが、

基本的に大家さんの理解と言うよりは、大家さんに高齢者でも外国人でも安心ですよとい

うふうに思ってもらえれば貸すのは問題ないわけです。そこが我々不動産業者だけではフ

ォローができない、入居後のフォローができないので、今お話があったようなこととか、

フォローしていかないといけない。 

 なので、我々業界団体もより一層その登録業者をふやして、そういう方の入居はオーケ

ーだよというふうにしていきたいのですが、やはりフォロー体制をつくっていくには、行

政のほうもいわゆる保険課だったり、福祉局だったり、他部門にまたがっているわけです。

だからちょっとその辺の統一化をしなければいけないのと、前からお話しさせていただい

ていますが、県の居住支援協議会、政令指定都市の居住支援協議会、複数ありますので、

これは共通してどこかまとめられて、あとはその振り分けが各市町村といった体系もつく

っていかないと、非常に難しいかなと思います。 

 それから３点目の大きな問題の空き家ですが、これはやはり空き家バンクだけではなく

て、空き家バンク以外の空き家、所有者不明土地を調査して分類していくような特化した

第三セクターのようなものを構築しないと、今後掘り起こしもできないですし、細かい統

計調査もできない状況だと思います。ここは難しいと思いますが、基本的に私が思ってい

るのは、いきなりランドバンクという発想ではなくて、空き家バンク以外のそういう特化

した行政の方と、あるいは業者、専門でそこだけの仕事に就けるという仕組みができたら

もう少し進んでいく、あるいは進んでいける方向性が見えてくると思います。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございます。 
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 ○○委員、どうぞ。 

【委員】  ありがとうございます。 

 ２の「居住者からの視点」なんですが、この時代、いつ誰が災害の被災者になるかわか

らないということを考えたときに、やはり被災者という立場の間での住まいというのは非

常に重要だと思います。例えば数カ月の避難所生活、それから数年間の仮設、仮の住まい

ということを考えると、ライフステージの中で被災者である期間の住環境とか、そこにつ

いてというのは、やはり考えていかなければいけない。 

 そこで今問題になっているのは２点あるのですが、１つは住まいの再建ということに当

たって、例えば災害救助法と被災者生活再建支援法という違う法律、別々なことができ、

別々の法制度を使いながら、同じ１つの住宅を直す。それは被災者にとっても非常にわか

りづらいですし、行政あるいは建設業者さんにとってもすごく煩雑になってきます。そう

いう制度上の使いにくさとか、円滑に進めることを阻害しているようなところというのを、

やはり見直していく必要がある。 

 それからもう１つは、今の千葉などでも見られているように、早く住宅を直したいんだ

けれども、やはり技術者、専門家が非常に不足している。それは先ほどの前半の資料の中

でも出てきましたが、そういう被災した住まいをいかに円滑に直していくか。今は個々の

取り引きで早い者勝ちという状況なんですけれども、そこは民民の話なので、なかなか官

が立ち入りにくい状況なんですけれども、そこの早く直す、あるいは建て替えるなりして、

極力恒久住宅に円滑にスムーズに着地できるように、被災している間の住宅の手当て、環

境というのも考慮していく必要があるのかなと思っております。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 では○○委員、どうぞ。 

【委員】  ありがとうございます。サイト運営をしている事業者の立場として、見直し

に当たっての主な論点４のところにあります「情報化・デジタル化が一層進む中、消費者

が安心して住宅を選択できるようにするためには」というところと、もう１つ別で意見を

申し上げさせていただきます。 

 まず、例えば今、賃貸住宅の探し方がどうなっているかというお話でいくと、１人当た

り１物件を契約するまでに見学する賃貸の住宅数というのは、今２.７件くらいでござい

ます。今から１０年前はそれが４.８件でございました。同じく訪問する店舗数が今１.５
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店舗、今から１０年前は２.７店舗という形です。つまり、別に住宅に限らずいろいろな分

野、ウェブ上で情報をスクリーニングをして、そしてある程度絞ってから来店して、その

物件を最後確認して決めるというふうに、住まいの探し方自体が大きく変わっているかと

思います。 

 そうすると、例えば重要事項説明のときにハザードマップを説明したら本当にいいのか

というふうな話とかもおそらく出てくるのかなと思っていまして、とは言ってもあまりに

もたくさんの情報を浴びせると選べないみたいな話もある中で、やはり国民の皆さんにど

のような情報を優先順位をつけて、どのような段階で伝えていくのかということを整理し

ていくべきではないかなと思っております。 

 ただ、非常に難しいのは、我々は例えばハザードマップをポータルサイト上に載せるか

どうかという議論をしたときに、今もう既に家をお持ちの方、あるいは賃貸のオーナーさ

んの資産価値みたいなところにももしかしたら影響を出すかもしれないというふうな話で、

多分結構ケアをしながら情報は伝えていかなければいけないのだろうと思っている側面も

ありますし、あるいは例えば今、省エネルギー性能を「住宅燃費」みたいなもので月々大

体光熱費が幾らくらいでこの家に住めるのかということの可視化ができるのかどうかとい

う検討等もしておりますが、これにおいても、新築住宅においては非常にいい感じになる

のですが、逆にこれを可視化していけばいくほど、古い住宅はすごく燃費が悪いというこ

とが可視化していく中でもっと空き家をふやすのではないかとか、なるべく情報の透明性・

公開性を高めていくことが皆さんのためにはなると思いつつ、悩ましい点が多々ございま

す。 

 できれば、この大きなテーブルの中でそういった消費者の皆さんに本来彼らが知りたい

情報、例えば駅から近いとかいうことは皆さんが勝手に調べられるのですが、どちらかと

いうと知るべき情報が一体何なのかということの優先順位をつけて、その中でいろいろな

今のような問題点も課題点もあると思いますが、どのような形で伝えていくのかというこ

とを一緒に整理していただけると、我々のほうもＳＵＵＭＯのみならずさまざまなウェブ

サイトでの情報の出し方については、前向きにいろいろと動いていきたいと思っておりま

す。 

 もう１つは、ほかの省庁との連携のお話の中で、１つ、働き方というのはやはり大きい

のかなと思っておりまして、それはさまざまな委員の先生方から、今テレワークのお話も

ありましたが、やはりこれから１０年、空き家で一番大きな問題が起きてくるのは、大都
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市圏、特に首都圏の郊外地域かなと思います。そのときに、もし郊外に人が流れるとした

ら、私は２つの可能性なのだと思っています。それは１つは、やはり郊外で仕事ができる

という可能性と、郊外のほうがある意味新しい教育の考え方においていいのだというふう

な価値観が生まれることかなと思っております。 

 まず、郊外の働き方ということについては、例えば流山市さんとかが東京にあるお仕事

の一部を切り出して、流山市の中のあるテレワークというか、実際にコ・ワーキングスペ

ースみたいなところでお仕事を行政が郊外に持って行くみたいな取り組みをなさっていた

りする話もあったりします。いずれにしても、仕事が郊外でできる世の中にならない限り、

なかなかそちらのほうに居をまた戻していく、もしくはそちらのほうに住み続けることは

できないのかなと思っていますので、それがまず１点。 

 それからもう１つは、ちょうど２０２０年、たまたま私は高校生の息子がいるものです

から知っているのですが、センター試験が廃止になって、いわゆるマークシートで記述し

ていく試験から、どちらかというと論述型とか、自分の意見をちゃんと言えるかどうかみ

たいな思考を問うような形に教育のあり方が変わってくると思います。 

 今、地方都市でもどういう住宅地が人気かというと、やはり小学校・中学校の学区がい

いところとかが資産価値が高いみたいなところがあって、とにかく今で言うと、より偏差

値の高い高校・大学に進学できそうな確率が高そうなところに、どちらかというと資産価

値が寄っていくみたいなきらいがあるのですが、本当にそうなのだろうかというふうに考

えています。 

 たまたま自分の息子の話で恐縮ですが、今、島根県の高校に通っていまして、そのほう

が非常に２地域の感覚がわかって、本当に将来の職業とか、何をやるかみたいなことの選

択肢が広がっていて、親としては非常にいいなというふうに思っておりまして、この教育

の多様性、教育がどのように変わっていくかということも、おそらく親御さんにとってみ

ると住む場所を選ぶとかいうことにものすごく大きな影響があるのかなと思っております

ので、ぜひ教育の方向性についても、ちょっと広い視野になり過ぎるかもしれませんが、

考えてもいいのかなと。これは、すみません。ポータル事業者と言うより、親としての個

人的な意見でございますが、述べさせていただきます。ありがとうございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 まだご発言がない方が何人かいらっしゃいます。じゃあ、○○委員、どうぞ。 

【委員】  簡単に２つお話しさせていただきたいと思います。 
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 私は建築の耐震関係が専門で、災害軽減に関心があります。３番の「ストックからの視

点」に関係する話で、１つ目の耐震とか、省エネ、バリアフリーといったようなキーワー

ドが出ておりますが、これは既に委員の方が何度かお話しいただいておりますが、もとも

と災害に強い建物、住宅をつくるということはもちろん重要ですし、それからどなたかも

おっしゃっていました、災害が起こった後も住み続けられるような住宅をつくること、ま

た避難をしているときにどうであるかといったような課題もあるというお話がありました

が、もう１つ、非常に大規模な災害、南海トラフのような地震とか、昨今の水害のような

非常に大規模な広域の災害が起こった、そのようなときに、なかなか全ての方が避難所で

暮らすということは実質的には難しくなることが予想されます。特に超広域の地震災害の

ような場合には、非常に難しくなるであろうと。 

 そのようなときに、避難所ではなくて在宅で避難をすることを真剣に考えなければいけ

ないことが出てくるだろうと思っております。在宅で避難をするための要件というのはど

んなものであるのだろうか、それを満たしている住宅というのはどんなものなのだろうか

というようなことも、これから考えていく必要があるのではないかと思っております。 

 安全性とか、どこだったかな、災害の激甚化等を踏まえて、５番のところですか、住宅

政策云々というキーワードがあるのですが、避難所というのではなくて、逆に在宅で避難

をするというようなキーワードも少し頭の中に入れておく必要があるのではないかと思っ

ております。 

 それから２点目ですが、２番の居住者とかまちづくりのところに関係することでござい

ますが、これはもう既に前回の委員会で議論が出ているのかもしれませんが、確実に外国

人がふえていくであろうこと、外国からのインバウンドのこともありますし、それから確

実に居住者としての外国人もふえていくであろうと思われます。 

 ですので、こういった方々を受け入れるためのシステムとか、それから個別の住宅とい

うのはどうであるかということももちろん非常に大事なのですが、コミュニティとして成

立し得るようなまちづくり、あるいはそこに必要な施設としてはどんなものが必要になっ

てくるのか、住宅だけではなくてまち全体でコミュニティが形成できるような施策を打っ

ていくことも非常に大事なのではないかと感じております。 

 以上、２点でございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 それでは○○委員、どうぞ。 
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【委員】  ありがとうございます。何かを言って帰らなくてはいけないかと思いまして、

私は特にどこか専門というのがあるわけではないので全体的な意見になるのですが、今後

この議論をしていくに当たって、４番目の「産業・新技術からの視点」というのは非常に

大きいと思っておりまして、例えば最後のところのＡＩやＩｏＴのところに関して言えば、

今後、MaaSとか、この間福岡市に行きましたら住宅の上空の権限もシェアしていきましょ

うということで各戸建のお家を交渉して、今後ドローンが上を飛ぶので、その権利もちゃ

んと登録していきましょうみたいなことをやっているベンチャーが出てきたりして、住宅

そのものの価値とかいうものに関しても、今まで想定に入っていないものがどんどん入っ

てくるだろうという意味では、こういった新産業で一体住宅にかかわる部分がどう変化し

ていくのかというのは、いろいろな未来的なことを議論されている方はいらっしゃると思

うので、そういう観点から深く考えていっていただけたらと思います。 

 その上で、今後この議論をしていく中で、とにかく多様化していって、課題も多いし、

ここもやらなきゃ、あれもやらなきゃというのがすごく多いと思うんですけれども、今後

国土交通省として、この国土をどう考えていくのかとか、まちづくりをどう考えていくの

かという大きな総論の議論が始まっていると思います。そちらのほうとの整合性を考えて

いただいて、どこに重点を置いていくのか、どこは少し力を落としていくのかというめり

張りも考えていかないと、多分予算の問題もありますし、どれも中途半端ということにな

りますし、また別のものを使えば解決できるものもあるかと思いますので、全体の計画の

中でめり張りをつけていっていただけるのがありがたいと思います。 

 ただ、その点において忘れがちになるのが、やはりセーフティネットの部分なので、そ

この部分はぜひ忘れない形で、ただめり張りはお願いできればと思います。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 ○○委員、どうぞ。 

【委員】  「ストックからの視点」ということで、空き家対策という意味の中に活用・

除却・発生抑制という形があるのです。そもそも「その他空き家」というのはどういう基

準で「その他空き家」にしているのか。空き家がきちんと管理され、そして人がいなくて

も誰かがきちんと見ているという状況があれば、「その他空き家」じゃないということで、

空き家に対する管理ということの認識が現在非常にまだ欠けているのではないかと。これ

はフィーは払ってでも管理を進めていくというような認識が、まだ現状ないということで
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はないかと思っております。そういった意味で、空き家対策の中に予防と管理といったも

のをきちんと位置づけをして議論していく必要があるのではないかと思いました。 

 それからもう１点、先ほどデータの件で滅失する住宅が３０年という、こういうデータ

を表示しましたけれども、この３０年だという表示がいかにいろいろなところに影響して

くるかということを十分考えた上でのデータ表示をしなければいけないと思います。 

 と申しますのは、住宅ローンにしても２０年から２５年の基準で決められた住宅ローン

の枠で組まれていますし、それからあと、税制の問題なんかもそういうところで議論され

てしまうということがありますので、先ほど○○委員がいらっしゃいましたが、もう少し

長いんじゃないかと。もうちょっと細かく、ざっと出すのではなくてきちんと精査して出

さないと、その認識が２０年から２５年で償却してしまうのではないかなということが出

てしまうので、この分科会ではその辺のところをきちんと明確にデータを示していって、

認識をきちんと新たにしていくということも必要ではないかというふうに思いました。 

 以上２点です。ありがとうございます。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 ○○委員、よろしいですか。はい、どうぞ。 

【委員】  論点５点目のまちづくりの視点のところで、コンパクトシティのようなまち

づくり政策と住宅政策の連携と、郊外団地の再生でどのように対策を講じるかということ

が書いてあります。私ども、都営住宅が都内に２６万戸ありまして、一般募集をかけても、

かなり総体としての倍率は高いのですが、区部の中心部では５０倍を超えるような倍率が

ある一方で、多摩のほうでは全く応募のないような都営住宅もございます。 

 一般以外に、子育て世帯向けに期限付き入居制度というものを設けていまして、これま

で１０年間入居でき、これからは末子が高校卒業まで入居できることにしていくのですが、

そこもできるだけ利便性が高い、働くのに便利がいいような、歩いて駅から１５分以内の

団地の募集をしても同じような傾向があって、区部中心部は非常に人気がある一方で、多

摩のほうは全く応募がないような団地がございます。 

 都営住宅は入居者の使用料でいろいろな営繕等をやっているものですから、どんどん空

の住戸がふえていくと、使用料が入らなくて日々の営繕すらできないというような状況が

今生じてきています。 

 今後、ここに書いてあるように、立地適正化だとか、郊外の団地の再生ということでは、

できればやはり住宅そのものを駅の周辺に集約したり、大規模団地に保健施設ですとか、
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医療施設ですとか、商業施設ですとか、福祉施設、そういう機能を設けて、集約するとい

うこともやっていかないと、団地そのものが成り立たない、公営住宅の経営そのものも成

り立たないという現実もあるので、住宅の集約化というようなことも考えて検討していた

だけると、全国各地の団地の再生、建て替えというようなことの指針になるのかなと思い

ますので、ぜひよろしくお願いいたします。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 ご協力いただきましたおかげで、まだ少し時間がございますので、２回目の方で、特に

最初のほうにご発言された方でどなたかいらっしゃいますか。 

 では、○○委員、どうぞ。 

【委員】  資料７の見直しに当たっての論点の居住者からの視点というところで、専門

の方がいらっしゃるところ、とても僭越なんですけれども、一番上にあります、子どもを

産み、育てやすい住まいの実現のために、各々のライフステージに応じて子育て世帯のニ

ーズや子どもの目線に立ってというふうな表記がございますが、とりわけ出産、それから

乳幼児期の子育てというのは、「イクメン」とはいっておりますが、基本的にはほとんどが

母親の肩にかかっているというのが実態だと思います。その母親の心身の安定ということ

なしには、良好な子育ては実現し得ないというふうに思います。 

 ですので、できればこの子どもの目線と言う前に、母親としての、母親の心身の安定に

資するといいますか、寄与するような住環境といったものが求められるというふうに、少

し視点を広めていただければと思います。心身の安定なしには暴力ですとか、ネグレクト

ですとか、そういったことというのが発生しやすくなると思いますので、その点について

もご注意いただければと思います。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 ○○委員、ご発言ですか。では短くお願いいたします。 

【委員】  すみません。消費生活センターに勤務しておりますと、今実は空いている土

地は原野商法で高齢者の方たちがすごく騙されて買わされたりとか、あと空いている土地

に悪質な太陽光発電事業者が寄って来て、そして買わせるというような高齢者問題が非常

に続発していますので、やはり高齢者に対する空き土地に対しても適切な情報を出してい

かないと、これからまた社会問題になると思います。 

【分科会長】  ありがとうございました。 
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 大体皆さんからご意見を頂戴できたかと思います。今日は事務局は聞くだけということ

でよろしいですね。次回に向けて宿題が多く出されておりますので、それを持ち帰ってい

ただければと思います。 

 私から、どちらかというと分科会長的な意見ということになりますが、例えば実は空き

地問題を議論する分科会をやっておりまして、せめて空き地と空き家くらいは一緒に連携

していろいろ議論したり、あるいは今日は国土政策的な話も出ましたし、まちづくりとい

うことで、安全・安心の区域との関係だとか、そういう意見も多数ありましたので、他局

だということはわかるのですが、ぜひそういったところと、しかも今、同時並行的に議論

しているところはますますいろいろな連携を強めて、空き家も住宅が除去されれば空き地

になるわけですし、空き地のほうでは所有者不明になったら、じゃあ、どうしようかとい

うような議論になっていますので、一繋がりな議論として、そういうことをぜひ省として

受けとめていただければと思いますので、そこはよろしくお願いいたします。 

 はい。ありがとうございます。それでは、審議事項は以上でございます。今後の住宅宅

地分科会の運営についてというのが資料の８にございまして、それを手短にご説明いただ

けますでしょうか。 

【住宅産業適正化推進官】  資料８でございますが、来月、１１月から来年の３月ごろ

にかけまして、次は個別のテーマごとに勉強会と分科会を順次開催していきたいと考えて

ございます。 

 スケジュールにつきましては、この資料８にもございますが、まず勉強会を開いて、そ

の後分科会というような、そういったサンドイッチのような形で進めていきたいと思って

おります。勉強会のほうでは、各回２名から３名の委員の方にお越しいただきまして、皆

様から個別の分野につきましてプレゼンテーションをいただき、各テーマについてより掘

り下げた形での論点の提示をいただければと思っております。 

 また、その後の分科会におきましては、勉強会での議論も踏まえながら、改めて論点の

整理や今後の方向性についてご議論をいただければと思ってございます。なお勉強会につ

きましては、分科会とは別の枠組みで開催いたしますので、定足数の出席などは要しない

ということになっておりますが、もしお時間が許せば、皆様にもぜひご参加いただければ

と思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

【分科会長】  それでは、今後しばらくの間はこういう形で進めてまいりたいというこ

とで、皆さん、ご承認いただけますでしょうか。 
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（「異議なし」の声あり） 

【分科会長】  ありがとうございます。 

 ただいま事務局から、勉強会は分科会とは異なり、委員総数の３分の１以上の出席がな

ければ成立しない、いわゆる定足数はないということなのですが、ご都合が許す限り、ぜ

ひともご出席をいただければと思います。 

 ストック、居住者、それから産業・新技術、まちづくりというように分かれております。

とりわけそこのご専門に近い、それぞれの委員の皆さん、ぜひそこの会にはご出席いただ

ければと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 では事務局から連絡事項がもしございましたら、お願いします。 

【住宅政策課長】  本日は長時間にわたりまして、大変ご熱心な審議、ありがとうござ

いました。次回は勉強会ということになりますが、１１月下旬に開催する予定でございま

す。後日日程調整等のご連絡をお願いいたしますので、よろしくお願いいたします。 

 また、次の分科会はその１１月の勉強会の後の１２月２３日に開催する予定となってお

ります。よろしくお願いいたします。テーマといたしましては、勉強会・分科会ともに個

別テーマに移りまして、今年はストックの視点から議論をお願いしたいと思います。 

 また、本日宿題、論点等につきまして、大変貴重な、ご有益な意見をありがとうござい

ました。また事務局のほうで順次資料の充実をさせていただきまして、勉強会・分科会の

場でご報告できればと考えてございます。 

 事務局の連絡は以上でございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。 

 それでは、本日はこれで終了といたします。どうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


